「（第２次）自治体セーフティネット研究会」議事録（文責・大阪市政調査会）
第１３回研究会（２０１１年９月８日）
テーマ：　ホームレス支援における今日的課題と論点－「広義のホームレスの可視化と支援策に関する調査」の結果から－
報告者：　垣田裕介（大分大学大学院福祉社会科学研究科准教授）
【報告要旨】
はじめに
2010年度に厚労省から事業補助を受けて「広義のホームレスの可視化と支援策に関する調査」を行い、北海道から沖縄まで全国を調査した。日本の場合、厚労省や法律が定めるホームレスの概念は野宿生活者だけを指すが、欧米やアジア諸国ではネットカフェ難民やマクドナルドで一日過ごす人や失業して友人宅に転がり込む人もホームレスと呼ぶ。今回の調査はホームレスの外縁を拡げて、どういう形態で彼らはホームレス状態にあるのか、彼らに対する支援策は支援現場でどのように行われているのか可視化する目的を持つ。
１．調査概要と調査の規模
野宿・自立支援センター・無料低額宿泊所・飯場・ドヤで生活する人やその他不安定な居住状態にある人を広義のホームレスとして調査対象とした。この調査は3つの調査で構成される。①「居宅・施設移行者等調査」では、野宿状態にある人に声をかけ施設やアパートに移行させる支援団体に着目し、アンケート調査を実施した。3858のサンプル（ホームレスの人の数）を得た。②「入居者調査」では、支援団体の施設やアパートなどに入居している人に抱えている問題や受けている支援（食事・服薬管理・生活相談等）を聞いた。1519のサンプルを得た。③「福祉事務所調査」では、全国1303件の福祉事務所にアンケートを依頼し、2011年2月の1カ月間に各事務所で生活保護をかけたホームレス状態の人1889のサンプルを得た。以上の3調査で6829のサンプルを得たが、重複も考えられる。3調査で共通して聞いたのは性別・年齢・障害の有無・借金の有無などである。
２．調査で明らかとなった基本的特徴
（１）ホームレスの人々の多様な属性
ホームレス状態にあるのはどういう人たちなのか。私たち調査を設計する側にも衝撃的な結果が出ている。まず女性の比率が3つの調査で6.5～11.9％と既存調査の5％程度を上回った。45歳未満の若年層の比率も13.9％～28.1％と相当シェアが高まってきている（2007年厚労省調査11％）。衝撃的だったのは、高校進学率が100％近いこの国において中卒が39.3～56.8％と非常に高率で、若年層では一層高く出る。若年層では障害や引きこもりや家庭不和などの困難が複合しているので、ずいぶん深刻な問題になっている。細かく分析してニーズを洗い出す作業が今後必要になる。また併せて衝撃を受けたのは障害の実態である。この国では3障害と言われ、国民平均は精神障害0.4％、知的障害0.6％、身体障害4.0％だが、障害者手帳の所持を尋ねたところ精神障害1.7～3.8％、知的障害1.2～2.6％、身体障害2.1～5.1％と国民平均を上回り、さらに障害の疑いがあるか支援スタッフに尋ねたところ5～17％があると答えた。日本のホームレス支援を語るうえで障害の問題が切り離せないことが明らかになり、欧米と共通する事態が見えるようになってきた。
（２）ホームレス状態での居住形態の多様化
野宿生活者とネットカフェなどにいる不安定居住者に大きな特徴の違いはなく、野宿生活者のほうに若年層が若干多い程度である。裏を返せば、野宿生活者と同様な深刻な問題環境に置かれている不安定居住者の姿が明らかになった。また野宿生活の期間が短い人がずいぶん多いことが分かった。どんどん新規に路上に人が落ちてきていて、その根元が止められていない。逆に言えば、民間の支援団体が地道に頑張って、中長期の野宿生活者をどんどん畳に上げていったということである。一部に人の世話になることを拒み野宿にこだわる古参の名物おやじみたいな人が残っているのは確かである。不安定居住の形態としては、本人宅・知人宅・ホテルやサウナ等の宿泊施設・無料低額宿泊所・病院・刑務所・生活保護施設・自立支援センターなどがあり、こうした施設があるために野宿生活が回避できている。なお、2008年のリーマンショック前後で大きな違いは見られない。
３．新旧セーフティネットが果たす役割の実態
（１）新旧セーフティネットの機能不全
この国のホームレス問題を考えるときに重要なのは、セーフティネットをなす社会保障制度があるにもかかわらず、そこから漏れ落ち路上に出てきてしまう点である。ホームレスになる以前から健康保険や雇用保険に非加入の人が予想通りずいぶん多い。また麻生政権の時から、社会保険と生活保護の間に新しいセーフティネットとして貸し付けや給付の制度が次々導入された。社会福祉協議会での貸付の利用は1割程度あるものの、その他の住宅手当やハローワーク関係の貸付・給付は1％前後の微々たる利用率である。ホームレス当事者ばかりか支援団体でも新制度に全然付いていけていないことが分かった。
（２）生活保護運用の新局面

2008年のリーマンショックと派遣村開設以来、生活保護が使いやすくなった。稼働能力のある現役世代の人でも使える。住所・住民票がなくても申請できる。これは厚労省が柔軟な運用を始めたというより、そもそも生活保護とは困った時に使える制度なのだから本来の趣旨通りに使えるようになったのである。生活保護受給世帯には高齢者世帯・傷病者世帯・母子父子世帯・その他世帯の4つあり、「その他」には働くことのできる現役世代が入る。ホームレスの人の保護開始ケースではその他世帯が53.2％と半数を超え、稼働層への生活保護適用の柔軟運用が表れている。留意すべきは、その他世帯だからすぐ就労できるわけでなく、障害を疑われる人や日常生活管理や社会集団生活が難しい人も入っている点である。複数回の生活保護受給歴のある人が4大都市で43.3％の高率で、生活保護を受けて一旦畳に上がったものの、その後の日常生活上のケアが不足して生活がうまく回らずドロップアウトして路上に出て、再び保護されて生活保護に至るという往還がある。
４．支援（人材とハウジング）の内容とその評価
（１）ファーストコンタクトの重要性
路上でのアウトリーチが非常に重要であることが確認された。支援団体が野宿現場に出て行き、そこで声をかけ、食事や着衣や薬などを提供し、それを通してその後の支援につなげていく。ホームレスの人の20.1～28.1％が支援団体のアウトリーチでつながった。これは機動力を生かした支援団体の一番の売りと言ってよい。他方、福祉事務所など行政の窓口で支援につながるケースが35.0～52.8％を占める。民間のアウトリーチと行政の窓口、もう一つ当事者から支援団体への相談の3つが主要なファーストコンタクトである。その後の支援のあり方はファーストコンタクトの種別で大きな差はない。福祉事務所で相談しても公の施設に入所するとは限らず、民間の支援団体に紹介するケースもずいぶん多い。生活保護を確保できても健全にお金を使えるか心許ないと判断される場合は、福祉事務所が支援団体に相談して見守りを依頼し、協力し合う地域が少なくない。支援団体は仕事が増える一方だが財源を自力で確保しなければならず安定しない。支援側に対価が行きわたる財政措置は、今後の生活保護や支援法の論議に欠かせない最重要論点である。
（２）提供される居住場所の役割

60.8％の支援団体が一時利用の居住場所（ハウジング）を提供している。脱ホームレス支援にハウジングの重要性が確認された。特に大都市の支援団体はアウトリーチで出会う、野宿して間もなく、今日寝る所がない、もう何日も食べていないという人のために、その日に予約なしで泊まれるシェルターを確保している。次の段階では、1カ月～3年くらい居住できる居住環境を提供する。例えば定員10名くらいの元社員寮で4畳半～6畳の個室が用意され集団生活を送る。昼間ハローワークで仕事を探し夕方帰ってきて共同で食事をして風呂に入ってリビングでテレビを見て寝る。もしくはアパートの部屋を虫食い状に借りて、自分の生活保護費や給料をもとに生活してもらう。この2パターンがあるが、一般のアパートでは金銭管理や服薬管理ができずにトラブルが生じたり失踪したりする場合がある。施設で集団生活を送る所は24時間体制で食事や相談のスタッフが常駐し、入所者同士の喧嘩など何かあれば職員が対応できるので、今やスタンダードである。
（３）提供される支援メニューの多様性

支援メニューは定型化が進み、全国の支援団体で定番のメニューがある。入居後の一人当たり平均支援メニュー数は11.2である。金銭管理、食事の提供、仕事探しの相談、病院への付き添いで4メニューとなる。つまりこれだけ多くのメニューを提供しないと、畳に上がった元ホームレスの人の生活再建はスムーズにいかない。その元手は生活保護費から支払われる入居費や利用料である。支援期間が半年～1年のケースで就労実績が最も高い。生活を立て直し就労に至るまでそれくらいの時間を要する。それ以上支援が長引くと就労率が下がる傾向にある。支援団体や生活保護に依存してしまう人もいるが、障害など色んな困難を抱えている人が滞留するケースも多い。パーソナルサポート的なケアを提供し、その人の能力や機会に応じた仕事や社会参加の場を探すことになる。支援団体にはヘルパー・社会福祉士・看護師・ケアマネジャーなど福祉や医療の専門職がスタッフにいる場合が多く、医師・精神保健福祉士・弁護士・司法書士が活躍する所もある。多様な支援メニューの提供が可能になり、専門職の立場から診断し、適切な所へつなぐことができる。

（４）脱ホームレスの達成とアフターケア
路上からハウジングに移って、その後地域で自立したアパート生活を実現した人が56.3％に上る（社宅等を含めて65.3％）。一方で失踪や死亡が15.8％、福祉・医療関連施設が15.6％、少数だが刑務所が1.4％と、支援を提供しても地域生活の移行には一定の困難を伴う。自力でアパート生活に移った人に対しても、多くの支援団体がアフターケアをしている。電話や年賀状、食事会やバーベキュー、餅つきや七夕などの季節イベントで連絡を取り交流を継続して、その後生活に困っていないか把握して、必要な場合は介入する。
５．新しい就労形態の導入・創造

（１）就労自立と社会的就労

民間支援団体による就労実績は20.4％で、就労形態は派遣・パート15.0％、正規4.9％である。支援開始後の収入は生活保護のみが49.0％に上るが、就労のみ11.0％、半福祉半就労10.0％、年金と生活保護等6.2％とさまざまなパターンがある。今後、生活保護に頼り切ることのない選択肢を提供して支えることが重要となる。就労の継続については、半年以上が61.5％で、残り1/3が半年以内に辞めている。中には喧嘩をして辞めていく人もいるが、条件の悪い仕事が多いのも要因である。低学歴で障害が疑われ、なかなか安定的な収入を得られる仕事が少なく、働く喜びを感じられない仕事、相当きつい仕事もある。就労後のアフターケアが重要になる。ホームレス自立支援センターでの就労実績は39.2％であるから、就労支援特化型の施設としての機能は今後も確保されるべきである。
（２）「生活保護のみ」から多様な一般就労・社会的就労（アクティベーション）へ
生活保護だけに依存する人が社会参加して生き甲斐を持って生活してもらうため、縦軸の右は生活保護を受けない、左は受給する、横軸の上は何らかの形で就労する、下は働かないという相関図を考える。左下第3象限は生活保護のみであり、現行のホームレス自立支援法・生活保護法はそこから一足飛びに右上第1象限の就労自立に移行するモデルを想定している。しかし実際にそれが可能なのは本当に一握りの人だけである。やはり右上に向かうには左上第2象限の半就労半福祉を迂回する。ここに留まってもよい。第2象限は従来障害者や高齢者が対象だったが、これだけ安定した雇用がなく就労だけで食べていけない時節には稼働層の人にも有力な選択肢になる。例えば、作業所での訓練型就労やケア付き就労、多少の謝礼をもらうボランティアで仕事をしながら不足分を生活保護や年金で補う。ただし、第3象限から第2象限に移ってもらうのが大変難しい。半就労半福祉では賃金5万円＋生活保護5万円で10万円、生活保護のみでも月10万円もらえる。毎日嫌な思いもしながら働いても、働かない奴らと同じではばかばかしいとなる。第2象限で話し相手がいる、見守ってくれる人がいる、似た境遇の人がいる、進む喜びを共感できる仲間がいることが大切である。第2象限の背後では地道な努力や支援が重要になる。
【研究会メンバー議論要旨】
①リーマンショック前後の変化について
ホームレスの方の総数は、路上生活者1万8千人（2007年調査）、福祉施設入居者推定4万人、4大都市の自立支援センター5千人で6万人を超える。それに対して1年間でホームレスから脱却した人が推計4万人である。リーマン前後で変わらないとあったが、この時変わったのは生活保護の入口が拡げられたため生活保護がホームレスの人の救いの手になったことである。リーマンショックの派遣切りで今まで何とか非正規でやっていた人が流れてきたなら、男性が増えたとか年齢層や学歴が変わったとか表れるかと思ったが、そんなに属性の変化はなかった。しかし、確かに若者が増えたり学歴や障害に突出した比率が出たりしたが、それがリーマン前後の違いであるかどうか分からない。今回の調査が広義のホームレスを対象にしたため、以前は把握できなかった若者や障害を抱えた人が見えてきたのであって、この時の派遣切りは中高年層にも等しく及び量的に増えても質的には変わっていないと考える。
②生活保護と支援団体との関係について
支援開始後の収入が就労だけで暮せる人が11.0%もいるのはかなり高い数値と言えるが、他方で収入源なしが1割超、不明が1割超ある。収入が全くないケースの支援例として、ある支援団体は住宅を購入して、そこを居住場所として提供し、ここは働いて自立を目指してもらう場所だからと言って生活保護を取らせないというところがある。そのような信念を持って支援する団体も多く、その資金調達源は寄付金、労働組合からの借金、銀行等からの借入金である。逆に10㎡くらいの小部屋で家賃を生活保護満額の4万2千円（生活保護受給者以外には2万円）取るワンルームマンションがある。これは間で仕切っている団体が大家に4万2千円にするように指示して差額の2万2千円を受け取り、そのまま収入にする団体もあれば、それでスタッフの人件費や食事を出す費用などを賄い地道に支援する団体もある。それを取れば直ちに貧困ビジネスになると言い切れないグレーな所があり、そのお金で何をしているかを見なければならない。
③国の新たな法制について
ホームレス自立支援法は来年8月で期限が切れる。法改正の大まかな方針として、現在の支援法は野宿生活者が対象であるが、広義のホームレスや地域で生活困窮している人がたくさんいるから、ホームレス対策というより一般的施策のなかで対策を打てる困窮者支援法のような枠組みを作れないか。生活保護の枠組みを大胆に変え、その住宅扶助と就労、ケアをどう組み合わせるか。障害者福祉・高齢者福祉他の領域との線引きもあり展望が難しい。
論点は2つあり、一つはハウジングの監視・コントロールの問題である。貧困ビジネスと言われるが、何らかのガイドラインを作って悪い団体を駆除し、きちんと運営され外部監査に耐えうるサービスを提供する団体には一定の対価をしっかり出す。日本の社会サービスのなかで、医療・介護・保育・教育・ケースワークなどにはサービスする側に人件費が下りるが、ホームレス支援だけはそうなっていない。ハウジングにお金が下りる仕組みを考えないといつまでたっても住宅扶助の差額に頼らざるを得ない。もう一つは、介護保険のケアマネジメントのように、ホームレスの人が1人来たなら、その人の生活支援に必要なケアメニューを整えたケアプランをホームレス支援専門家が作る。自治体職員・ケースワーカー・医師・保健師にもそのケアマネジメントに入ってもらう。そのようにオーソライズされたケアプランにお金をつける、あるいはケアプランが動き出した時に実際にケアを担う人たちに単価としてお金を落としていく仕組みを只今検討している。
